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【第15回】労務需給調査（土木工事） 
2026年8月調査

　　　一般財団法人経済調査会　経済調査研究所　研究成果普及部

　『土木施工単価』の発刊に合わせ、年4回工事業者を対象に実施する「労務需給調査」（工事受

注状況および職種別労務需給状況）の結果を以下に示します。なお、工事別・職種別の詳細結

果については当会HPの『けんせつPlaza』（https://www.kensetsu-plaza.com/questionnaire/ce）

をご参照ください。

【調査概要】
○調査の目的
　・‌�全国10地区における工事業者の工事受注状況および職種別労務需給状況を把握することを目的としている。
○対象地区
　・‌�北海道、宮城（東北ブロック）、東京（関東甲信ブロック）、新潟（北陸ブロック）、愛知（東海ブロック）、

大阪（近畿ブロック）、広島（中国ブロック）、香川（四国ブロック）、福岡（九州ブロック）、沖縄。
○調査対象業者
　・‌�対象地区において、工事を受注している工事業者を選定（登録数：約500事業所）。
○調査時期
　・2026年7月中旬～8月中旬。
○調査方法
　・‌�WEB調査。所定の項目に対して、回答者が以下のような5段階で評価、判断して回答する。
　　・工事受注状況
　　　1：減少　　2：やや減少　　3：不変　　4：やや増加　　5：増加
　　・職種別労務需給状況
　　　1：過剰　　2：やや過剰　　3：均衡　　4：やや不足　　5：不足
○集計方法
　・‌�工事受注状況および職種別労務需給状況について、対象地区（全国10地区）ごとの単純平均により代表

値（小数第3位を四捨五入）を算出した上でグラフ化する（広域ブロックを対象とした回答を含む）。

Ⅰ．�【工事受注状況】現時点での工事受注状況（前年同
期比）

Ⅱ．�【職種別労務需給状況】現状での労務需給および
先行き(3カ月後の見通し)

Ⅲ．�「100%積み上げ棒グラフ」の色は、各回答の全体に占める割合を示す

【凡例】

Ⅰ．�【工事受注状況】
Ⅱ．�【職種別労務需給状況】
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1 全国

Ⅰ．【工事受注状況】現時点での工事受注状況（前年同期比）

Ⅱ．【職種別労務需給状況】現状での労務需給および先行き（3カ月後の見通し）
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2 地区別

Ⅰ．【工事受注状況】現時点での工事受注状況（前年同期比）� 数値：増減値

Ⅱ．【職種別労務需給状況】現状での労務需給� ：過不足値
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日本における外国人の増加と外国人の受入れ・
秩序ある共生のための総合的対応策
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日本における外国人の増加と外国人の受入れ・ 
秩序ある共生のための総合的対応策

中島　正人 博士（工学）/一般財団法人経済調査会　審議役

はじめに

　日本における在留外国人は2025年末に初めて400

万人を超え、412万5千人と過去最高を更新した i。

　本稿では、近年の外国人増加の現状と日本社会の将

来像について考えるため、

　①‌�現在のペースで入国超過数が続いた場合の、将来

外国人人口を試算するとともに、

　②‌�在留外国人の日本での在留目的、国籍・地域別の

内訳及び在留目的を中心とした中長期在留者の地

域分布を俯瞰し、

　③‌�外国人の増加等に対応して本年1月に政府の関係

閣僚会議で取りまとめられた「外国人の受入れ・

秩序ある共生のための総合的対応策」 ii

について見ていくこととしたい。

1 現在の入国超過数が続いた場合の 
将来外国人人口の試算

　総務省の人口推計で各年10月1日時点の外国人人 

口を見ると、2017年に200万人を超え217万人に、

2023年には300万人を超え316万人に、2025年には

384万人に達している。また、直近2023～2025年の

外国人の入国者数から出国者数を差し引いた入国超過

数の平均は約30万3千人である iii。この直近3カ年の平

均入国超過数約30万3千人を、国立社会保障・人口問

題研究所による2023（令和5）年推計 ivの出生中位（死

亡中位）推計（以下「社人研中位推計」という）で使用

されている外国人入国超過数仮定約16万4千人と置き

換え、年間約14万人が社人研中位推計に加わると考

えて将来外国人人口の試算を行った v（本試算を以下、

近年の外国人入国超過数を考慮した将来外国人人口の

試算結果という。図表1では、今回外国人人口試算）。

図表1　日本の外国人人口と将来試算

出典：�総務省「国勢調査」、総務省統計局「我が国の推計人口（大正9年～平成12年）」、総務省統計局「長期時系列データ（平成12年～令和2
年）」、総務省統計局「人口推計　2026年（令和8年）4月報」参考表・外国人人口（確定値）」（2021～2025年）、国立社会保障・人口問題
研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」出生中位（死亡中位）推計及び筆者による近年の外国人入国超過数を考慮した将来外国人人
口の試算結果より作成
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　この近年の外国人入国超過数を考慮した試算結果に

よれば、外国人人口は2030年において535万人、

2040年には839万人となる（図表1、2）。また、この

趨勢で推移した場合、2040年代後半には外国人人口

は1000万人を超えるとともに、将来外国人人口試算

を加味した日本の総人口 viに占める外国人人口比率は

10％を超えるものと思われる。

2 在留外国人の在留目的と国籍・地域

（1）在留外国人の在留目的

　それでは、外国人はどのような目的で日本に来てい

るのだろうか。中長期在留者と特別永住者からなる在

留外国人の在留目的について見てみよう。

　出入国在留管理庁「令和7年末現在における在留外

国人数について」 viiにより、在留目的別に2025年末時

点の在留外国人数を多い順に見ると、永住者94万7千

人、技術・人文知識・国際業務47万6千人、留学46

万5千人、技能実習45万7千人、特定技能39万人等と

なっている。

　また、2020年末から25年末の間の増加率は在留外

国人全体としては43％であり、増加率を高い順から

見ると、特定技能2,392％、介護827％、高度専門職

99％、家族滞在79％、経営・管理72％、技術・人文

知識・国際業務68％、留学65％等となっている（図
表3 viii）。
　なお、外国人労働者の受入れに関する政府方針とし

ては、専門的・技術的分野の外国人については、積極

的に受け入れる一方、専門的・技術的分野以外の外国

人については、様々な検討を要するとしている ix。

　このうち、2025年末までの5年間でおおむね25倍

と最も増加率が高い在留資格であった「特定技能」は、

深刻化する人手不足への対応として、生産性の向上や

国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確

保することが困難な状況にある産業上の分野に限り、

図表2　�近年の外国人入国超過数を考慮した�
将来外国人人口の試算結果

年 2025 2030 2035 2040
外国人人口（千人） 3,839 5,347 6,874 8,394

外国人人口比率（％） 3.1 4.4 5.8 7.3

（注記）各年10月1日現在
出典：�2025年は総務省統計局「人口推計　2026年（令和8年）4月報 

参考表総人口（確定値）・外国人人口（確定値）」（外国人人口比
率は当該数値より計算）、2030年以降は筆者による試算結果

図表3　在留目的別在留外国人数と2020年末から25年末の間の増減

在留資格 2025年末人数（人） 2020年末から2025年�
末の間の増減数（人）

2020年末から2025年�
末の間の増減率（％）

永住者    947,125    139,608      17.3
技術・人文知識・国際業務    475,790    192,410      67.9
留学    464,784    183,883      65.5
技能実習    456,618      78,418      20.7
特定技能    390,296    374,633 2,391.8
家族滞在    352,875    156,253      79.5
特別永住者    266,896    －37,534    －12.3
定住者    226,438      25,109      12.5
日本人の配偶者等    152,898      10,163        7.1
特定活動    125,286      21,864      21.1
永住者の配偶者等      56,568      13,663      31.8
技能      54,574      14,083      34.8
経営・管理      46,781      19,546      71.8
高度専門職      32,953      16,399      99.1
企業内転勤      19,161        5,746      42.8
介護      15,891      14,177    827.1
教育      15,496        3,255      26.6
総計 4,125,395 1,238,279      42.9

（注記）1万人以上の在留外国人がいる在留資格について記載
出典：�出入国在留管理庁「令和7年末現在における在留外国人数について」より作成
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一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け

入れるため創設された。その分野は、介護、ビルク

リーニング、リネンサプライ、工業製品製造業、建

設、造船・舶用工業、自動車整備、航空、宿泊、自動

車運送業、鉄道、物流倉庫、農業、漁業、飲食料品製

造業、外食業、林業、木材産業、資源循環の19分野

であり、このうちの多くが2019年から実施されてい

る x。

　在留資格「特定技能」について出入国在留管理庁が

示す「就労が認められる在留資格の技能水準」 xi（図表
4）で見ると、「技術・人文知識・国際業務」と「技能実

習」の中間的な位置づけとなっていることが分かる。

　また、増加率が高い在留資格としては、ニーズが高

い「介護」が約9倍であるほか、「高度専門職」、「経営・

管理」、「技術・人文知識・国際業務」や「留学」等につ

いても50％を超える増加率となっている。このうち、

「経営・管理」については、2025年に、資本金・出資

総額が500万円から3000万円に引き上げられ、経営

者の経歴・学歴要件、雇用義務、日本語能力等が必要

とされるなど許可基準が見直されている xii。

（2）国籍・地域別で見た在留外国人

　出入国在留管理庁統計 xiiiによれば、在留外国人数が

多い国籍・地域は図表5の通りである。

　2025年末の在留外国人数が多いのは、中国、ベト

ナム、韓国、フィリピン、ネパール等で、2020年末

から2025年末の間の増加率が100％を超えているの

は、ミャンマー、インドネシア、ネパール、スリラン

カの4か国である。なお、2025年末の在留外国人数

が3万人以上の国に国籍・地域の範囲を広げてみる

と、バングラデシュも2020年末から2025年末の間の

増加率が100％を超えている。

3 就労が認められる在留目的で見た 
都道府県別の在留外国人数

　次に、就労が認められる在留資格で人数が多い「技

術・人文知識・国際業務」、「特定技能」、「技能実習」の

3資格について、在留外国人数が多い都道府県を見て

みる。

（1）技術・人文知識・国際業務

　在留資格「技術・人文知識・国際業務」の在留外国

人数が多い都道府県を見ると、東京都がとびぬけて多

く、大阪府が続く。次いで、首都圏の神奈川県、埼玉

県、千葉県と愛知県、兵庫県、福岡県が続いている。

また、茨城県、静岡県は増加率が高い（図表6）。

（2）特定技能

　国内で人材確保が困難な特定産業分野での専門的・

技術的人材である在留資格として、2019年に創設さ

れた「特定技能」の在留外国人は全国的に急増してい

る。

　「特定技能」の在留外国人数は、愛知県、東京都、

図表4　就労が認められる在留資格の技能水準

出典：出入国在留管理庁「外国人労働者に関する制度概要」

図表5　国籍・地域別で見た在留外国人

国籍・地域 2025年末�
人数（人）

2020年末から2025
年末の間の増減数（人）

2020年末から2025
年末の間の増減率（％）

中国 930,428 152,316 19.6
ベトナム 681,100 233,047 52.0
韓国 407,341 －19,567 －4.6
フィリピン 356,579 76,919 27.5
ネパール 300,992 205,010 213.6
インドネシア 266,069 199,237 298.1
ブラジル 210,014 1,476 0.7
ミャンマー 182,567 147,518 420.9
スリランカ   79,128 49,838 170.2
台湾   73,256 17,384 31.1

出典：�出入国在留管理庁「令和7年末現在における在留外国人数につ
いて」より作成
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大阪府、埼玉県、千葉県、神奈川県の順であり、地域

的に見ても「技術・人文知識・国際業務」と「技能実

習」の中間的な構成となっている（図表7）。

（3）技能実習

　在留資格「技能実習」の在留外国人数は、製造業が

盛んな愛知県が多く、埼玉県、千葉県、大阪府、神奈

川県と続いている。「技術・人文知識・国際業務」と比

較すると、北海道が上位に入っている。一方、東京都

は全体の9番目と人数は多くはないが、北海道、神奈

川県とともに4割を超える増加率である（図表8）。

4 市区町村における国勢調査人口 
100人当たりの中長期在留者

　次に、在留外国人のうち、近年増加が著しく、在留

管理制度の対象となっている xiv中長期在留者 xvの全国

分布を見てみる。

　全国分布を見るに当たっては、市区町村人口の多少

に左右されない国勢調査人口100人当たりの中長期在

留者数 xviで比較した。国勢調査人口と在留外国人統計

に基づく在留者数は、単純には比較できず、国勢調査

に基づく外国人人口より在留外国人統計に基づく外国

人数が多い傾向にあるが、国勢調査は「我が国に住ん

でいるすべての人と世帯を対象とする国の最も重要な

統計調査」 xviiである一方、在留外国人統計は「本邦に

在留する外国人について、国籍・地域別、在留資格別

及び都道府県別等の在留外国人数及び総在留外国人数

を集計したもの」 xviiiであり、日本で居住する上で必要

な在留資格という観点から外国人を直接把握している

ことから、この2つの統計により地域での外国人の動

向を比較した。

　2025年国勢調査人口速報集計 xixに基づく市区町村

人口100人当たりの2025年6月末の中長期在留者数が

多い市区町村は図表9、図表10の通りであり、国勢調

査人口当たりの中長期在留者が多い市区町村として

は、北海道の町村や長野県の村、大阪市の区、東京都

の区が複数みられる。

図表6　�在留資格「技術・人文知識・国際業務」の�
在留外国人数が多い都道府県（2025年末）

都道府県 在留外国人数（人） 2020年末～2025年末の
増加率（％）

東京都 130,952   45.1
大阪府   46,831   89.0

神奈川県   42,770   47.3
埼玉県   38,638   71.4
千葉県   36,940   80.2
愛知県   32,812   78.2
兵庫県   13,545   71.9
福岡県   11,837   81.5
茨城県   11,248 133.0
静岡県   10,992   95.2

（参考）全国 475,790   67.9

出典：�出入国在留管理庁「令和7年末現在における在留外国人数につ
いて」、同「在留外国人統計」より作成

図表7　�在留資格「特定技能」の在留外国人数が�
多い都道府県（2025年末）

都道府県 在留外国人数（人） 2020年末～2025年末の
増加率（％）

愛知県   30,612 2,339
東京都   26,188 2,475
大阪府   26,015 3,206
埼玉県   25,235 3,102
千葉県   24,152 1,800

神奈川県   23,275 3,151
茨城県   17,968 2,049
北海道   16,675 2,634
兵庫県   14,231 2,366
福岡県   14,221 1,964

（参考）全国 390,296 2,392

出典：�出入国在留管理庁「令和7年末現在における在留外国人数につ
いて」、同「在留外国人統計」より作成

図表8　�在留資格「技能実習」の在留外国人数が�
多い都道府県（2025年末）

都道府県 在留外国人数（人） 2020年末～2025年末の
増加率（％）

愛知県   40,818   7.6
埼玉県   25,703 36.3
千葉県   24,157 28.1
大阪府   23,482 26.6

神奈川県   20,265 40.7
福岡県   17,858 34.0
茨城県   17,832   8.9
北海道   17,657 41.6
東京都   17,491 47.8
静岡県   17,245 22.5

（参考）全国 456,618 20.7

出典：�出入国在留管理庁「令和7年末現在における在留外国人数につ
いて」、同「在留外国人統計」より作成
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5
在留目的で見た市区町村別の 
2025年国勢調査人口100人当たりの
在留外国人数

　次に、市区町村別の2025年国勢調査人口100人当

たりの在留外国人数について、就労が可能で人口が比

較的多い「技術・人文知識・国際業務」、「特定技能」、

「技能実習」資格の在留外国人の地域分布と、これら3

資格と人口が同程度であり、近年増加している「留

図表9　2025年国勢調査人口100人当たりの中長期在留者が多い市区町村

市区町村 都道府県 2025年国勢調査人口100人�
当たりの中長期在留者数

中長期在留者数�
（2025年6月末） 市区町村 都道府県 2025年国勢調査人口100人�

当たりの中長期在留者数
中長期在留者数�
（2025年6月末）

赤井川村 北海道 35.7      381 蕨市 埼玉県 13.6 10,269
川上村 長野県 32.0   1,343 大阪市西成区 大阪府 13.5 14,236
占冠村 北海道 29.8      443 大阪市生野区 大阪府 13.0 16,758
大泉町 群馬県 22.6   9,359 白馬村 長野県 12.9   1,086
南牧村 長野県 21.3      711 木曽岬町 三重県 12.9      737

留寿都村 北海道 16.4      308 ニセコ町 北海道 12.9      692
大阪市浪速区 大阪府 15.5 13,554 箱根町 神奈川県 12.7   1,302

新宿区 東京都 13.8 50,043 常総市 茨城県 12.4   7,192
恩納村 沖縄県 13.8   1,544 豊島区 東京都 12.3 37,536
双葉町 福島県 13.7        29 倶知安町 北海道 12.2   1,805

出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省統計局「令和7年国勢調査」人口速報集計より作成

図表10　2025年国勢調査人口100人当たりの中長期在留者の分布（市区町村）

（注記1）市区町村の境界は2025年1月1日現在
（注記2）歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島は白色としている。
出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省「令和7年国勢調査」人口速報集計、国土交通省「国土数値情報」より作成
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学」資格の在留外国人の地域分布について俯瞰する。

なお、地域分布を示した図表は国勢調査人口100人当

たりの在留外国人数の凡例区分を同一としている。比

較してご覧いただきたい。

（1）在留資格「技術・人文知識・国際業務」の
2025年国勢調査人口100人当たりの在
留外国人数

　在留資格「技術・人文知識・国際業務」について

2025年国勢調査人口100人当たりの在留外国人数が

多い市区町村には、北海道のスキーリゾートや温泉地

が多くみられる（図表11、12）。

図表11　‌�2025年国勢調査人口100人当たりの在留資
格「技術・人文知識・国際業務」在留外国人数�
（2025年6月末）が多い市区町村

市区町村 都道府県
2025年国勢調査人口
100人当たりの�
在留外国人数

在留資格「技術・人文
知識・国際業務」の�
在留外国人数

赤井川村 北海道 9.7    103
占冠村 北海道 8.9    133

留寿都村 北海道 5.9    110
箱根町 神奈川県 5.4    550

ニセコ町 北海道 4.7    255
草津町 群馬県 4.2    244

野迫川村 奈良県 4.1      12
倶知安町 北海道 4.1    603
木曽岬町 三重県 3.5    201

大阪市浪速区 大阪府 3.5 3,041

出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省
統計局「令和7年国勢調査」人口速報集計より作成

図表12　�2025年国勢調査人口100人当たりの在留資格「技術・人文知識・国際業務」�
在留外国人数（2025年6月末）の分布（市区町村）

（注記1）市区町村の境界は2025年1月1日現在
（注記2）歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島は白色としている。
出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省統計局「令和7年国勢調査」人口速報集計、国土交通省「国土数値情報」よ

り作成
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（2）在留資格「特定技能」の2025年国勢調査
人口100人当たりの在留外国人数

　在留資格「特定技能」について2025年国勢調査人口

100人当たりの在留外国人数が多い市区町村には、地

方部の村が多くみられ、在留資格「技術・人文知識・

国際業務」の在留外国人数が多い市区町村のうち、赤

井川村と占冠村の2村が共通している（図表13、14）。

図表13　‌�2025年国勢調査人口100人当たりの�
在留資格「特定技能」在留外国人数�
（2025年6月末）が多い市区町村

市区町村 都道府県 2025年国勢調査人口100
人当たりの在留外国人数

在留資格「特定技能」の�
在留外国人数

川上村 長野県 22.0    921
南牧村 長野県 15.7    525
仁木町 北海道   7.5    240

赤井川村 北海道   7.5      80
北大東村 沖縄県   6.1      34
昭和村 群馬県   5.6    374
嬬恋村 群馬県   5.0    410
真狩村 北海道   5.0      98
占冠村 北海道   4.8      72
鉾田市 茨城県   3.9 1,682

出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省
統計局「令和7年国勢調査」人口速報集計より作成

図表14　�2025年国勢調査人口100人当たりの在留資格「特定技能」�
在留外国人数（2025年6月末）の分布（市区町村）

（注記1）市区町村の境界は2025年1月1日現在
（注記2）歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島は白色としている。
出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省「令和7年国勢調査」人口速報集計、国土交通省「国土数値情報」より作成
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（3）在留資格「技能実習」の2025年国勢調査
人口100人当たりの在留外国人数

　在留資格「技能実習」について2025年国勢調査人口

100人当たりの在留外国人数が多い市区町村には、地

方部の町村が多くみられ、在留資格「特定技能」の上

位市町村と川上村、昭和村、鉾田市、南牧村が共通し

ている（図表15、16）。

図表15　‌�2025年国勢調査人口100人当たりの�
在留資格「技能実習」在留外国人数�
（2025年6月末）が多い市区町村

市区町村 都道府県 2025年国勢調査人口100
人当たりの在留外国人数

在留資格「技能実習」の�
在留外国人数

川上村 長野県 7.2    302
雄武町 北海道 5.4    209
飛島村 愛知県 4.9    216

佐呂間町 北海道 4.6    199
昭和村 群馬県 4.4    297

八千代町 茨城県 4.2    844
鉾田市 茨城県 3.9 1,704
南牧村 長野県 3.7    122
枝幸町 北海道 3.4    237
鹿部町 北海道 3.2    108

出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省
統計局「令和7年国勢調査」人口速報集計より作成

図表16　�2025年国勢調査人口100人当たりの在留資格「技能実習」�
在留外国人数（2025年6月末）の分布（市区町村）

（注記1）市区町村の境界は2025年1月1日現在
（注記2）歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島は白色としている。
出典：出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省「令和7年国勢調査」人口速報集計、国土交通省「国土数値情報」より作成
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（4）在留資格「留学」の2025年国勢調査人口
100人当たりの在留外国人数

　在留資格「留学」について2025年国勢調査人口100

人当たりの在留外国人数が多い市区町村は、学校の立

地に左右されるものとみられ、一部地方部の市町がみ

られるものの、学校が多い東京都や政令指定都市の区

が多くみられる（図表17、18）。

（5）在留目的で見る外国人地域分布の特徴

　ここまでを見ると、図表9で示した国勢調査人口

100人当たりの中長期在留者が多い市区町村のうち、

前述した「技術・人文知識・国際業務」、「特定技能」、

「技能実習」、「留学」を在留目的とする国勢調査人口

100人当たりの在留外国人数が多い市区町村と重なる

図表17　‌�2025年国勢調査人口100人当たりの�
在留資格「留学」在留外国人数�
（2025年6月末）が多い市区町村

市区町村 都道府県 2025年国勢調査人口100
人当たりの在留外国人数

在留資格「留学」の�
在留外国人数

利根町 茨城県 6.5      969
新宿区 東京都 4.8 17,229
豊島区 東京都 4.3 13,159

大阪市西成区 大阪府 4.3   4,493
大阪市浪速区 大阪府 3.9   3,440

東川町 北海道 3.9      340
京都市上京区 京都府 3.5   2,895
大阪市生野区 大阪府 3.2   4,126
神戸市兵庫区 兵庫県 3.1   3,461

別府市 大分県 3.1   3,460

出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省
統計局「令和7年国勢調査」人口速報集計より作成

図表18　2025年国勢調査人口100人当たりの在留資格「留学」在留外国人数（2025年6月末）の分布（市区町村）

（注記1）市区町村の境界は2025年1月1日現在
（注記2）歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島は白色としている。
出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省「令和7年国勢調査」人口速報集計、国土交通省「国土数値情報」より作成
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地域があることに気づかれた方も多いと思う。図表
19は、人口100人当たりの中長期在留者が多い市区

町村を、全国的に見て多い在留目的別に整理したもの

である。

　図表19を見ると、スキー場等を有するリゾート地

での「技術・人文知識・国際業務」、「特定技能」、農業

が盛んな地方での「特定技能」、「技能実習」、都市部で

の「留学」等在留目的の傾向が分かれているように見

受けられる。

　また、在留目的「技能実習」、「特定技能」の外国人は

都市部・地方部を問わず、比較的広範囲の市区町村に

広がっているが、在留目的「技術・人文知識・国際」、

「留学」の外国人は大都市、リゾート地、学校所在地

に集中する傾向がある。

6 外国人の受入れ・秩序ある共生の 
ための総合的対応策

　ここまで述べてきた外国人の増加に対応して、どの

ような政府の対策が取られているだろうか。

　最近の在留外国人数、訪日外国人の増加等に対応し

て、本年1月に「外国人の受入れ・秩序ある共生のた

めの総合的対応策」 xx（以下、「新対応策」という）が、

新たに設置された「外国人の受入れ・秩序ある共生社

会実現に関する関係閣僚会議」において取りまとめら

れている。

　新対応策においては、2025年6月に「外国人材の受

入れ・共生に関する関係閣僚会議」により取りまとめ

られた「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応

策（令和7年度改訂）」 xxi（以下、「旧対応策」という）と

比較すると、「外国人材の受入れ」から「外国人の受入

れ」へ、「共生」から「秩序ある共生」へと、対応の方向

性が変化している。

　2018年以来改訂され取りまとめられてきた「外国

人材の受入れ・共生のための総合的対応策」は、「外国

人材の受入れ・共生のための取組を政府一丸となって

推進していく観点」 xxiiから進められてきたので、かな

り大きな方向の変化となる。

　新対応策は、「基本的な考え方」、「国民の安全・安心

のための取組」、「外国人が日本社会に円滑に対応する

ための取組」の3部から構成されており、その概要は

次の通りである。

（1）基本的な考え方

　「基本的な考え方」においては、一部の外国人によ

る我が国の法やルールを逸脱する行為・制度の不適正

利用について、国民が感じている不安や不公平感に対

処する必要があり、入国前の日本語教育及び社会規範

等の理解促進、法やルールを逸脱する行為に対する公

正・厳正な対処、事実・実態を把握した上での制度適

正化、正確かつ十分な情報公開、関係機関間の情報共

有・相互促進といった取組により、我が国の法やルー

ルの中で、国民と外国人の双方が安全・安心に生活

し、共に繁栄する社会の実現を目指す必要があるとし

ている xxiii。

　また、外国人等による我が国の土地等の取得に対

し、安全保障や不動産価格高騰など様々な観点から国

民からの懸念の声が上がっている、としており、必要

な規律の在り方を段階的に検討していく必要があり、

生活レベルの対応と安全保障上の懸念に対応するため

の対処を分けて考える必要があるとしている。

　このように、新たな総合的対応策は「秩序」という

視点の重要性を打ち出しており、「現状と問題点」を提

図表19　‌�2025年国勢調査人口100人当たりの�
中長期在留者が多い市区町村のうち�
「技術・人文知識・国際業務」、「特定技能」、�
「技能実習」、「留学」を在留目的とする�
外国人が全国的に見て多い市区町村

市区町村 都道府県 全国的に見て多い在留目的
赤井川村 北海道 「技術・人文知識・国際業務」、「特定技能」
川上村 長野県 「特定技能」、「技能実習」
占冠村 北海道 「技術・人文知識・国際業務」、「特定技能」
南牧村 長野県 「特定技能」、「技能実習」

留寿都村 北海道 「技術・人文知識・国際業務」
大阪市浪速区 大阪府 「留学」、「技術・人文知識・国際業務」

新宿区 東京都 「留学」
大阪市西成区 大阪府 「留学」
大阪市生野区 大阪府 「留学」

木曽岬町 三重県 「技術・人文知識・国際業務」
ニセコ町 北海道 「技術・人文知識・国際業務」
箱根町 神奈川県 「技術・人文知識・国際業務」
豊島区 東京都 「留学」

倶知安町 北海道 「技術・人文知識・国際業務」

出典：筆者作成
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示した上で「実施中の施策」、「速やかに実施する施策」

を整理し、具体化に向け直ちに着手すべき課題を「今

後の課題」として示している。

（2）国民の安全・安心のための取組

　「国民の安全・安心のための取組」は、「既存のルー

ルの遵守、各種制度の適正化に向けた取組」と「土地

取得等のルールの在り方を含む、国土の適切な利用及

び管理に向けた取組」の2つから構成されている。

　「既存のルールの遵守、各種制度の適正化に向けた

取組」においては、在留資格の審査の厳正な運用や在

留資格等の在り方・帰化の厳格化の検討、不法滞在者

ゼロプランの強力な推進、在留許可手数料・査証手数

料の見直し、税・社会保障・医療に係る制度の適正

化、日本語教育の充実、福祉・教育・住居等制度の適

正化、民泊・オーバーツーリズムへの対応等が挙げら

れている。

　「土地取得等のルールの在り方を含む、国土の適切

な利用及び管理に向けた取組」では、土地所有等情報

の透明性向上や、マンション取引、地下水採取に関す

る実態把握、外国人の土地取得等のルールの在り方等

が挙げられている。

　この「国民の安全・安心のための取組」で取り上げ

られている事項には、「秩序」を重視する新対応策で新

たに取り上げられた事項が多く見受けられる。

（3）外国人が日本社会に円滑に適応するため
の取組

　「外国人が日本社会に円滑に適応するための取組」で

は、日本語教育の充実（再掲）、外国人に対する情報

発信・外国人向け相談体制の強化、ライフステージ・

ライフサイクルに応じた支援等が挙げられている。

おわりに

　本論考で示したように、外国人は増加しているが、

地域によって外国人の地域人口に対する割合や外国人

の属性は異なっている。また、外国人の急速な増加に

伴い、政府は「秩序ある共生」の視点からの対策を進

めている。

　日本の人口減少が急速に進んでいく中、様々な分野

での人手不足は全国的なものとなっており、地域産業

や生活に必要なサービスのための人材として外国人に

頼らざるを得ない状況である。このような状況下で、

急速に増加している外国人の実状を把握し、日本社会

の将来像を見据えた対応を進めることが今後求められ

る。また、その際、外国人の地域分布の偏りについて

も考慮する必要があるであろう。

　本稿が、近年増加が著しい日本の外国人について考

える一助となれば幸いである。
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